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　2010 年の後半、情報発信ツールとしてのイン

ターネットの威力を改めて示す「事件」が内外で

相次いだ。国内では、尖閣諸島で中国漁船と海上

保安庁の巡視船が衝突した映像の「YouTube」

公開。政府が中国との外交関係を配慮して懸命に

抑えていた映像が、1人の海上保安官によって、

あっさりと世界中のインターネット視聴者に共有

された1)。告発サイト「WikiLeaks┝2)による機

密・秘密文書や動画のWeb 公開は、より大規模

で内容も多岐にわたり、各国政府を震撼させた。

　インターネットを活用すれば、既存マスメディ

アを使う場合に比べ、遙かに安いコストで知らせ

たい情報を発信できる。送り手と受け手はインタ

ーネットを介して「直結」しており、事前審査を

されることもない。上述の 2事件のように、民主

主義体制の国であれば、よほど明確な法律違反で

もない限り、公権力によって強制的に削除される

こともない。

　宣伝、広告を行おうとする者にとって、上記の

安価なコストと「オーディエンス直結」は魅力で

ある。企業の広告は年を追ってインターネットに

傾斜し、電通によれば、2009 年の国内ネット広

告費は 7069 億円を占め、新聞（6739 億円）を追

い抜いた3)。

　政権の情報発信もインターネットに軸足を移し

ている。自民党の小泉純一郎政権が始めた内閣メ

ールマガジン（メルマガ）は首相の“肉声
”
を伝

える新しいツールとして大きな話題を呼び、以降

の歴代政権に引き継がれた。09 年の総選挙で政

権を奪取した鳩山由紀夫・民主党政権はこれを受

け継ぎ、2010 年 6 月に発足した菅直人政権はメ

ルマガをブログ（Blog）に変えたが、インター

ネットによる首相の“肉声
”
発信を継承している。

また、首相官邸のホームページはデザインもコン

テンツも充実強化が進んでいる。

　政権だけではない。政界全般でインターネット

活用がますます盛んになってきている。いまやブ

ログ開設は政界でも明確な流れとなりつつあり、

140 文字の「つぶやき」で情報を発信する「ツィ

ッター」のアカウントを持つ政治家も増え続けて

いる。

　2011 年 1 月 7 日には、菅直人首相がインター

ネットの生放送に出演した。ニュース専門インタ

ーネット放送局「ビデオニュース・ドットコム」

の番組で、約 1時間半にわたって政治への思いを

語った。別のネット動画配信サービス「ニコニコ

動画」でも流された。

　政権・政治家が積極的にインターネットを利用

する背景として、「オーディエンス（有権者）と

直結」の意味合いがとくに大きい。政治家にとっ

て、自分の主張を大衆に届けることはその政治生

命に関わり死活的に重要である。従来は、大衆に

効率よく情報を発信するためには、新聞、テレビ、

雑誌などマスメディアに頼らざるを得なかった。
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だが、その過程で、メディア側の切り取り、短縮、

評価などの「編集」を避けられなかった。

　インターネットであれば、自分の主張をそのま

まオーディエンスに届けることができる。発信の

タイミングも自分で決められる。朝日新聞（2011

年 1 月 8 日付朝刊）によると、民主党の小沢一

郎・元代表は 2010 年 9 月の民主党代表選以降、

ネットメディアに 4回出演した。その一方、地上

波テレビ出演はほとんどなく、大手新聞、通信社

の取材は一貫して避けている。小沢氏は「メディ

アは旧態依然で古くさく、勉強していない。だか

ら僕はネットに出る。ストレートで真実が直接伝

わるからいい」と、1月 5日に放映された衛星放

送の番組で語ったという。

　広島市の秋葉忠利市長は 2011 年 1 月 4 日、同

年 4月の市長選への「不出馬会見」と称するビデ

オを動画投稿サイトの「ユーチューブ」に投稿し

た。その一方で、新聞やテレビの記者を対象とし

た会見やインタビューは拒否。異例の対応の背景

には、マスコミの報道が不正確だという不満があ

ったとも言われている。既存大手マスコミの「編

集」への不満は中央、地方を問わず政治家たちの

多くに共通しているようであり、編集をバイパス

できるインターネット活用は政治家たちの間で、

今後ますます増大の一途となりそうだ。

　一方、「編集」はジャーナリズムの根幹部分で

ある。政権が、政治家たちがインターネットでの

情報発信を増やし、既存マスメディアをバイパス

する傾向が強まってゆけば、権力に対する「監視

者（ウォッチドッグ）」としての機能をどう果た

してゆくのか。こうした問題意識のもと、政権・

政治家らのインターネット活用ぶりを検証・分析

した（文中敬称略）。

第 1章　インターネット広報の強化

　1980 年代に登場したインターネットは、やが

て政権・政党の情報発信にも使われるようになる。

ビル・クリントンが米国大統領だった 1993 年、

ホワイトハウスがホームページを開設した。翌

1994 年の 7月には日本でも首相官邸ホームペー

ジが開設された4)。そして 1995 年 6 月末から 7

月初めにかけ、新党さきがけ、社会、新進各党が

続々とホームページを開く。遅れていた自民党も

1996 年 1 月 1 日にホームページを開設し、主要

政党が足並みをそろえた5)。

　ただ、初期のホームページは、現在のように豊

富な内容ではなかった。首相官邸ホームページの

主なコンテンツは閣僚のプロフィール紹介や公式

発表程度。ブロードバンド普及以前のことだし、

農林水産省のホームページが 100 人を超える同時

アクセスを受けてダウンしてしまった6)時代であ

る。IT技術も発展途上だったという事情はある。

だが、政権や官公庁、政治家らがこの新しい情報

発信ツールを重要視して取り組んだ様子はあまり

見えない。首相官邸や各政党のホームページも、

目立ったデザイン変更やコンテンツ投入がないま

ま時を過ごしていた。

＜小泉政権と以降の自民党政権＞

　このような状況が、2001 年 4 月の小泉政権登

※2004 年 1 月 12 日（小泉内閣時代）の首相官邸ホーム
ページ（Internet Archive 〈http://www.archive.
org/〉 から)
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場で大きく変わる。小泉は 2001 年 5 月 7 日の所

信表明演説で内閣メールマガジンを発刊すること

を明らかにし、これを通じて国民と対話していき

たい、と述べた7)。それまでは 1カラム（文や項

目がまとめられた画面上のエリア）だった首相官

邸ホームページのトップページが 3カラムになり、

またその時々の注目政策を紹介するページをつく

り、トップページの上部にそのページへのリンク

を貼るなど、積極的にインターネット独自の広報

を行っていった。

　そして、2001 年 6 月には小泉内閣メールマガ

ジンが創刊される。配信数は一時 200 万を超え、

最終号（2006 年 9 月 21 日号）でも 161 万の「大

部数」を記録していた。

　小泉の後を受けた安倍晋三も、2006 年 9 月 29

日の所信表明演説で、「私は、国民との対話を何

よりも重視します。メールマガジンやタウンミー

ティングの充実に加え、国民に対する説明責任を

十分に果たすため、新たに、政府インターネット

テレビを通じて、みずからの考えを直接語りかけ

るライブトーク官邸を始めます」と述べ、インタ

ーネット広報の強化をうたいあげた8)。この姿勢

は以降の政権に踏襲される。

　安倍政権はメールマガジンを引き続き刊行する

一方、首相官邸ホームページを、国旗・日の丸を

より強調したデザインに変更し、自らの政策の目

玉である「教育改革」や「再チャレンジ」などに

ついて説明するページを掲載した。

　そして、安倍政権がとくに力を入れたのは、政

府が独自に動画を公開する「政府インターネット

テレビ」だった。小泉政権の後期、2005 年 11 月

10 日から始まったものだったが、安部は上述の

ように、首相就任時の所信表明演説でこのページ

について触れ、より強化していくことを明言して

いた。

　安倍政権は 2007 年 7 月 29 日の参議院選挙で大

敗し、9月 12 日に辞任を表明。福田康夫が政権

を引き継ぐ。が、これも 2008 年 9 月 1 日に辞意

表明。その後を受け継いだ麻生太郎政権も支持率

の低下に歯止めをかけることができず、2009 年 8

月 30 日の衆議院選挙で民主党に破れ、政権の座

を民主党に明け渡すことになる。なお、この間の

政府インターネット広報は安倍政権の方針をほぼ

引き継ぐものだった。

　一方、党や政治家個人のインターネット広報で

はブログの導入がどんどん進み、またYouTube

などの動画共有サイトを使った広報CMの公開

などが進んでいった。閣僚のブログ導入率は数％

台から 20％台になり、2009 年 8 月の選挙におい

ては自民党が民主党の政策を揶揄するCMを

YouTube などで公開、ネガティブキャンペーン

を展開して反響を呼んだ9)。

＜民主党政権＞

　2009 年 8 月 30 日に行われた総選挙の結果を受

け、同年 9月に鳩山民主党政権が発足すると、首

相官邸ホームページのデザインも変わった。「事

業仕分け」や「子ども手当」、「個別所得保証」な

ど従前のように重要政策について説明するコンテ

ンツもあるが、メールフォーム10)を設置したり、

鳩山が公式ブログ『鳩 cafe』を設けるなど、ブ

ログやツイッターなどのソーシャルメディアを用

いて、双方向性や「マルチ方向性」を意識したイ

ンターネット広報を行うようになったことが特徴

的だ。

　もともと、双方向性はインターネット広報の黎

Н首相官邸HPから＝2010 年 12 月 5 日取得
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明期から重要視されてきた。首相官邸ホームペー

ジが設置された当初は、そのページに掲載されて

いるメールアドレスにメールを送れば直接官邸に

届くということが大きな特色とされていた。

　しかし小泉政権以降のインターネット広報で注

目されたのは、情報を一方的に送るメールマガジ

ンや、テレビをインターネット上で再現した政府

インターネットテレビなどであり、インターネッ

トはただ「政府が直接かつ簡単に国民に情報を伝

えるもの」として使われることが多くなっていた。

もちろん、フィードバックも試みられた。安倍内

閣以降の各内閣メルマガは毎週、「メルマガ読者

感想」を募り、各コンテンツの満足度などを集計

して発表してきた。が、その主目的はコンテンツ

の内容や企画見直しの参考にすることにあった。

　一方、こうした「発信主体」の自民党政権に対

抗するため、民主党は政権を取る前からホームペ

ージ上で多くのメールフォームを設置し、「国民

から情報を集める」を重点にインターネットを活

用してきた経緯がある。そのような姿勢が政権を

取った後は首相官邸のホームページや官庁のホー

ムページにも現れるようになった。

　このような姿勢は、鳩山政権を受け継いだ菅政

権でも引き継がれている。鳩山政権は内閣メルマ

ガの発行を続けたが、菅政権はメルマガをやめ、

Н ├KAN┡FULL BLOG」開設日（2010 年 11 月 18 日）
画面

代わりに動画「KAN┡FULL TV」を中心とした

「KAN┡FULL BLOG」を開設した。この中でも

双方向性重視を強調し「このブログは、右欄にあ

る『ご意見募集』機能も、フル活用してゆきます。

皆さんがお寄せ下さるご意見を、テーマ選定の参

考にさせていただいたり、スタッフが総理にカメ

ラを向ける時の質問に盛り込ませていただいたり、

といった方法で、双方向性を高めることに努めま

す」と強調している。

　インターネット広報の強化は、これに費やされ

る予算の額と、その推移からも分かる。内閣府の

政府広報事業評価基準等検討会資料によると、イ

ンターネット関連の政府広報予算は、2006 年度

に約 2億 9300 万円。これが 2008 年度には約 7億

5000 万円と 2.5 倍に増えている。政府広報全体

に占める割合も、2006 年度の 2.9％が、2008 年

度には 8.1％になっている11)。2009 年度の広報

予算は前年度に比べ約 1億 8000 万円減り、約 2

ポイントのダウンとなったが、インターネット広

告費は約 1ポイント（800 万円）の減額にとどま

った12)。

＜官邸ホームページの視聴者も大幅増＞

　メルマガの配信、首相官邸ホームページの充実

などインターネット広報の強化はアクセス数でも

現れている。小泉内閣メルマガは、ピーク時13)で

227 万の配信数を記録した。首相官邸ホームペー

ジは 2002 年度におよそ 271 万のページビュー数

（首相官邸内のページが何回見られたか）だった

が、2009 年度にはおよそ 1033 万のページビュー

数を集めている14)。

＜政党・政治家もインターネット利用＞

　インターネット広報に力を入れるようになった

のは政府だけではない。政党や個々の政治家も力

を入れ始めた。「小泉後」を自民党の安倍晋三・

谷垣禎一・麻生太郎が争った 2006 年総裁選で、

自民党は各候補の演説をホームページに掲載、街

頭演説の日程を掲載するなどインターネットでの
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発信に努めた15)。2005 年の衆院選でブログの運

営者「ブロガー」と武部勤・自民党幹事長が懇談

するというイベントも演出した16)。

　主要政党のホームページも、かなりの「視聴

率」を確保するようになった。調査会社ネットレ

イティングスによると、2010 年 7 月時点でのイ

ンターネット視聴率調査17)で、自民党は約 50 万

人、民主党は約 48 万人となっている18)。

　政治家個人もインターネットに積極的になった。

安倍晋三は、ホームページにXOOPS という

CMS19)を用いてブログを開設、また総裁選挙専

用のホームページ「安倍晋三応援隊」を開くなど、

早くからインターネットでの情報発信に熱心だっ

た。

　第 2次菅内閣では、全閣僚がホームページを持

ち、首相・菅直人のホームページは 2005 年 4 月

1 日から 2010 年 12 月 1 日までのページビュー累

計が 234 万を数えた20)。また自民党の参院議員山

本一太は、2009 年 6 月の新聞記事の中で「私の

アクセス数は月に約 40 万、1日平均 1万 3000 ぐ

らい」と話している21)。

＜既存マスメディア利用に陰りも＞

　こうしたなか、既存マスメディアを使う広報や

情報発信はじわりと押され始めている。既存メデ

ィアは、なお大勢を占めてはいる。2008 年度の

政府公報予算の配分を見ても、新聞が約 36％、

テレビが約 29％を占めるのに対し、インターネ

ットは 8.1％である。が、民主党政権になって行

われた昨年の事業仕分けで、政府広報のテレビ番

組・ラジオ番組が無駄と判断され、その後行われ

た 2010 年度の予算編成で、テレビで 6番組、ラ

ジオで 2番組あった広報番組が、ラジオの 1番組

を除いて全て廃止された22)。仕分け人らの中から

は「新聞の比率が余りに大きすぎるのでは」「イ

ンターネットの方が全然単価は安い」、「メディア

のシフトが起きている」、「民間では……はインタ

ーネットに非常にシフトして……」等々、インタ

ーネットへの転換を促すような発言が出ている23)。

　金融庁や総務省、外務省などで行われている記

者会見開放も、広い意味でインターネットによる

情報発信の促進に一役買っているとも言える。開

放された記者会見に、「ニワンゴ」というインタ

ーネットメディアの企業などが、メールや動画へ

のコメントを代弁するという形で質問し、それを

自社の「ニコニコ生放送」というサイトで中継す

るなど、インターネットメディアが大きな役割を

果たすようになってきているのだ。

第 2章　ソーシャルメディアが政治広報の
世界にも

　現在、政府省庁、政党、そして政治家個人のホ

ームページ所有率はほぼ 100％である。内容は多

種多様で、プロフィール程度しか掲載していない

政治家もいれば、音声・動画など盛りだくさんな

内容にしている人もいる。毎日こまめに、自分の

意見から私生活までを書き続けている政治家もい

る。

　そんな中で、近年盛んになり、政府官庁や多く

の政治家に利用されつつあるのが、ブログやツイ

ッターという、いわゆるソーシャルメディアであ

る。

　ソーシャルメディアとは「ユーザーが情報を発

信し、形成していくメディア」であり、「個人が

発信する情報が不特定多数のユーザーに対して露

出され、閲覧したユーザーはレスポンスを返すこ

とができる。ユーザー同士のつながりを促進する

様々な仕掛けが用意されており、互いの関係を視

覚的に把握できるのが特徴┝24)とされている。ブ

ログやツイッターはいずれも、ユーザーが極めて

簡易に情報を発信でき、しかも情報発信者と受信

者側間の双方向コミュニケーションを確立できる。

さらに、情報受信者同士がその情報についてコミ

ュニケーションを取ることが出来るという、いわ

ば「マルチ方向性」も生まれるのである。
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＜ブログ＞

　ブログとは、大辞泉によれば「《ウェブ上の記

録を意味する「ウェブログ」の略》個人の日記な

どを、簡便な方法で作成し、公開することができ

るウェブサイトの総称」である。ただ、どのよう

なページを具体的に「ブログ」とするのかについ

ては、議論が分かれる。具体的な機能としては

⒏一つ一つの文章のまとまりを時系列によって

整理

⒏RSS25)などの更新情報を発行

⒏自分のブログ記事を、それと関係ありそうな

他人のブログ記事とリンクさせるコメント・

トラックバック機能

　などが一般に「ブログ」らしい機能であると言

われている。

　これらの機能はいずれも「双方向性」を向上さ

せるための機能であるといえるだろう。コメン

ト・トラックバック機能は情報を受け取った者か

らそのままフィードバックを受ける機能であり、

RSS 機能はその反対に、個々の情報を受け取る

個人に発信する側が情報を伝える機能である。発

信された情報のURLを固定することにより、そ

の情報について読者同士がコミュニケーションを

行うことが容易になる。そして、このような特性

を持つブログは政治家たちの中にある程度普及し、

閣僚でブログを持つ者も増えている。

　とはいえ、政治家のブログにおいては、上記 3

つの要素をすべて備えるものは少ない。とくにコ

メント・トラックバック機能は、広告の受信や炎

上（大量の批判書き込みが投稿されて収拾がつか

なくなること）の原因となりうるため、設けてい

るブログはかなり少ない。このため本論文では、

上記の三つの定義のうち一つを満たすか、「ブロ

グ」と自称している場合に「ブログ」として扱う

こととした。

　私たちの調査では、第 1次・2次の安倍晋三内

閣では、通算 41 人の閣僚のうちブログを開設し

ていたのは 1人だけ。第 1次・2次福田康夫内閣

では通算 37 人のうち 2人だった。これが麻生太

郎内閣になると 21 人のうち 5人。鳩山由紀夫内

閣では 19 人中 6人となる。菅内閣は第 1次（閣

僚数・通算 19 人）、第 2次（2010 年 12 月 1 日現

在、通算閣僚数 18 人）とも、各 6人がブログを

持っている26)。

＜ツイッター＞

　ブログに続き、急速にユーザーを増やしてきた

のが「ツイッター」による広報・宣伝活動である。

　ツイッターとはブログのようなツールの総称で

なく、アメリカの一企業が提供するWeb サービ

スである。公式のヘルプによれば、ツイッターと

は、

⒏簡潔かつ短いメッセージのやり取りで、友達

や家族、同僚等と連絡をとったり、情報交換

ができる

⒏├ツイート」という 140 文字以内の短いメッ

セージが書ける

⒏これらのメッセージはあなたのプロフィール

やブログに掲載され、フォロワー27)に送信さ

れ、ツイッター検索に反映される

というものである28)。

　このサービスの大きな特徴としては、

(ａ)ユーザー登録した後は、140 文字の文章を

書くだけで自動的に発言が掲載される

(ｂ)お自分が気になる人をフォローすると、そ

の人のツイートが自動的に自分の「ホー

ム」画面に掲載される

(ｃ)返信機能やダイレクトメッセージ機能を使

うことによって、相手が特別な設定をして

いない限り、相手宛てに 140 文字のメッセ

ージを送ることができる。

　などの点が挙げられる。つまり、140 文字の文

章しか書けないという制約を付けることにより、

逆にブログ以上に簡便に、文章をネットにアップ

ロードしたり、人々と双方向のコミュニケーショ

ンを取ることが可能になるのである。

　現在、（表 1）のように、衆議院・参議院を合

わせた全国会議員の約 19％がすでにツイッター
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アカウントを所持している29)。

　また、政府官庁や外郭団体も（表 2）のように

ツイッターアカウントを活用し始めている30)。

＜なお限定的なインターネット広報の効果＞

　このように、ここ 10 年間、政府、政党、そし

て政治家らは試行錯誤しながら、ホームページ、

メールマガジン、インターネットテレビ、ブログ、

そしてツイッターなど様々なツールを用いてイン

ターネット広報を行ってきた。それらはどれほど

の効果を発揮したのだろうか。

　政治広報の効果を顕著に示すのは選挙である。

選挙の際にインターネット広報はどれだけの影響

(表１)　国会議員のツイッターアカウント

アカウント
所有者

全国会議員の中
での構成比

民主党　　 　　 51 　　 7.1％

自民党　　 　　 46 　　 6.4％

その他　　 　　 39 　　 5.4％

　計　　　 　　136 　　18.8％

(表２)　政府関係のツイッターアカウント
（2010 年 12 月現在)　

アカウント名 開設日時

文化庁メディア芸術祭 JMediaArtsFes 2009年11月27日

宇宙航空研究開発機構
(JAXA)

JAXA_jp 2010年１月22日

総務省消防庁 FDMA_JAPAN 2010年５月18日

総務省地域力創造グルー
プ

ChiikiryokuG 2010年７月５日

経済産業省情報プロジェ
クト室

Openmeti 2010年７月29日

経済産業省中小企業庁広
報室

chusho_meti 2010年９月９日

厚生労働省 MHLWitter 2010年９月10日

内閣府行政刷新会議事務
局国民の声担当室

kokumin_koe 2010年９月24日

国際協力機構(JICA) jica_direct 2010年10月29日

を与えているかを点検した。

　例えば 2005 年 9 月 11 日の総選挙についての朝

日新聞の世論調査では、「総選挙で一番参考にし

たメディアは何か」という問いに対し「インター

ネット」との回答は 4％にすぎなかった31)。また、

2007 年 4 月 8 日と 22 日の統一地方選挙について

インターネットコム社が行った調査32)では、イン

ターネットメディアを参考にしたのは、最も多か

った「掲示板」でも約 17％。「政党や立候補者の

Web ページ」、「政党や立候補者の blog」ではそ

れぞれ 12％、4％にとどまった。

　だが、2009 年 8 月 30 日の衆院選における調査

では、こんな傾向の変化を示すデータがある。遠

藤薫・学習院大学法学部教授が主査を務める「間

メディア社会研究会」が選挙直後の 8月 31 日～9

月 1日、ネットのモニターを対象におこなった調

査33)では、「選挙の情報源としての重要度」を問

う質問に、PCインターネットを「非常に重要」、

「ある程度重要」と答えた人は全体で 60％台に迫

っていた。とくに 20 代では 70％台半ばとなり、

テレビをしのいで最も重要視されるメディアとな

っている。

　ただし、「政党サイト」や「議員サイト」はま

だ少ない。この調査では、「どのサイトで選挙関

連情報を得たか」という調査を行ったが、圧倒的

に多いのは「Yahoo! や Infoseek などのインター

ネット・プロパイダーのニュースサイト」（70％

台前半）であり、次に「asahi. comや Yomiuri-

Online など新聞社のサイト上の選挙関連情報」

（約 20％）が続く。「政党のサイト」、「議員のサ

イト」）は 10％台にとどまっている。

　すなわち、一口にインターネットといっても、

「インターネット内での既存マスメディアサイト」

や、あるいはそこから記事を配信されているペー

ジの影響力が強いことがわかる。現状では、イン

ターネット広報も、こういった既存のマスメディ

アに取り上げられなければ効果は薄いことを示し

ていると言える。また、「Yahoo!」などインター

ネットメディアも、既存マスメディアと同様、広
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報をそのまま流してしまうことには嫌悪感を抱い

ているという主張もある34)。

＜ツイッターへの注目＞

　しかし、政治家と有権者が「直結」するインタ

ーネットツールでの効果も見え始めている。2009

年衆院選の際、自民党がYouTube に掲載したネ

ットCMは、それぞれ 95 万、68 万、40 万回の

再生数を記録している（2010 年 12 月現在）。

YouTube という、ソーシャルメディア的な動画

共有サイトを利用し、それを人々が自分のブログ

やツイッターなどで紹介したことが影響している

ようである。

　このような点を踏まえたか、菅内閣が 2010 年

11 月に始めた「KAN┡FULL BLOG」には、イン

ターネットの特性を生かそうとする努力の跡が見

られる。ソーシャルブックマーク（読者がページ

を公開でブックマークし、コメントを付けたり出

来る機能）ができるボタンをつけたり、RSS 機

能を付けることによって、より使いやすくし、限

定的ながら「ソーシャルメディア化」を図っても

いる35)。

　政治家がソーシャルメディアに対し、具体的に

求めているものは何なのか。フリージャーナリス

トの上杉隆が原口一博、山本一太、世耕弘成、逢

坂誠二といったツイッターを活用している政治家

たちと対談した『なぜツイッターでつぶやくと日

本が変わるのか┫36)での発言分析等から、政治

PRツールとしてのツイッターの有用性は、以下

の 6点に集約できる。

(1）速報性

　投稿が簡単で、読者は専用ソフトなどで投稿を

ほぼリアルタイムで読むことができる。対談の中

で原口一博は、2010 年のチリ大地震の際の体験

を紹介している。津波が押し寄せ、日本の原子力

発電所も被害を受けるのでは、というツイートを

見て、すぐ「原発が置いてある所は、東京湾ポイ

ントから三十メートル以上、上なので絶対にそう

いうことはあり得ない」と書き、沈静化すること

ができたという。

(2）双方向性とその大衆への可視化

　双方向性はインターネット全般に共通する特徴

である。だが、ツイッターはそれが大衆に対して

可視化され、誰でも参加できるというところに特

徴がある。メールなどの従来ツールは、「1対 1」

が原則であり、メルマガも登録が必要だった。ツ

イッターはアカウントさえ持っていれば、登録な

どの手続きなしで他者の発言にふれられる。他者

に文章を送るのと同時に、自分をフォローしてい

るフォロワーにもその文章が伝えることもできる。

(3）├炎上」しにくい

　ツイッターでは、ブログや掲示板のように、あ

る発言に対し読者が反論の返信をしても、最初の

発言者がリツイート37)などで反応しなければ、そ

の話題は広がりにくい。反論の発言が大量に返信

されたとしても、少なくとも見かけ上は「炎上」

とはならない。

(4）親しみやすさ

　├親しみやすさ」は政治家にとって重要なイメ

ージだが、対談に加わった政治家らは、ツイッタ

ーを本人の人柄や親しみやすさをアピールする有

用ツールと見ていることがうかがえる。そのため、

しばしば自分の趣味や日常のことを書く。

(5）既存マスコミを通さない情報発信

　野党議員は既存マスメディアに取り上げられる

ことが少ない。現在の野党である自民党に所属す

る山本一太、世耕弘成らもマスコミ露出は少なく

なっている。だが、ツイッターをやっていること

で多くの人々に注目されている。

(6）ツイッターとブログの相乗効果

　対談に参加した政治家 4人のうち、山本、世耕、

逢坂はブログも持ち、ツイッター連携させている。
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山本によると、ツイッターにブログ記事のURL

を掲載すると、ブログへのアクセス数がふだんの

1日約 2万件から一日 4～5万件に膨れ上がると

いう。逢坂は、「ホームページは長期的に耐えう

る情報を載せておく。ツイッターは即効性があっ

て賞味期限の短いものでいい。その中間ぐらいが

ブログというイメージでいます」と言っている。

第 3章　ブログ広報の分析

　この章と続く第 4章では、ブログ、ツイッター

での実際の発言を分析しながら政治・政治家の広

報宣伝での「有用性」の検証を試みる。

　ブログの効果を計るには、まずそのブログがど

れだけ読まれているかを計らなければならない。

だが、ブログのほとんどはアクセス数を公開して

いない。そこで、ブログがどれぐらいRSS リー

ダー（RSS 読み込みのための専用ソフト）に講

読登録され、ソーシャルブックマークにマークさ

れているかを調査し、そこから「情報が伝わって

いるかどうか」、「その情報が期待していたような

効果を生み出しているかどうか」を分析すること

とした。

　これらから、①閣僚や党幹部などを経験してい

る②ブログとツイッターを両方使っているИЙを

基準として対象者を選び、それぞれ登録数と「人

気があった記事」を調べた。このため、最低 5人

以上がブックマークしていた記事に限定した。

　その調査結果が（表 3）である。空欄は「5人

以上ブックマークしている記事が見つからなかっ

た」ことを示す。「LDR」の項目は、RSS リーダ

ーの一つ「Livedoor Reader」での当該ブログ登

録数であり、「GR」項目は、別のRSS リーダー

「Google Reader」での登録数である。「HB」は、

ソーシャルブックマークの最大手「はてなブック

マーク」で、そのブログ記事でブックマーク数ト

ップの記事とそれが投稿された日時を示した。

マスメディア露出とは必ずしも相関せず

　表で見えるように、RSS リーダーに登録され

ている数には、かなりばらつきがある。全般的に

マスメディア露出が多い人は一定数の読者を得る

傾向があるが、例えば、石破茂は蓮舫をはるかに

上まわる読者を得ている。マスメディアへの露出

がそのままブログの読者数にそのまま結びついて

いるわけではないことがわかる。

　石破茂や河野太郎、山本一太、それに馬淵澄夫

や浅尾慶一郎といった人々も、ブログの人気とい

う点で言うならば蓮舫よりもむしろ上なのである。

その背景に彼らのインターネット広報戦略があり、

どんな記事が人気を博しているのかを判定できる

「はてなブックマーク」を見ると、その戦略がう

かがえる。

　例えば石破茂のブログで、いちばんブックマー

クされていた記事は、「田母神・前空幕長の論文

から思うこと」である38)。航空幕僚長だった田母

神俊雄が、民間の懸賞論文に政府見解と全く反す

る歴史修正主義的見解を述べたことについて書い

ている。

　石破は、かつて田母神と親しくしていたことも

記しながら、しかし田母神の歴史見解とそれに基

づく提言を「自己陶酔の世界に浸る」ものであり、

「それを実現させるための具体的・現実的な論考

が全く無い」と批判し、解任処分は当然であると

している。そして、自衛官をより政策に関与させ

るという、石破自身が防衛大臣であった時に始め

た方針への批判がこの事件を契機に高まってきた

ことについては、こう答えている。「むしろ自衛

官を政策により関与させることにより、自衛官は

現実的になる」

　この発言は、多くのインターネットユーザーの

支持を集め、「すげー正論」、「俺はこの人に結構

期待してる」とのコメントを集めるに至ったの

だ39)。この場合重要だったのは「冷静さ」や「中

庸」といったイメージだった。

　しかし一方でそれとは全く違う人気の集め方も

ある。例えば、山本一太が個別記事で最も注目を
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(表３)　政治家ブログの講読状況と「人気」記事

氏名
LDR
登録数

GR
登録数

HBでユーザー登録が多い記事
HB
登録数

記事登録日時

溝手顕正 2 3

渡海紀三朗 0 0

野田聖子 9 17 野田聖子ホームページ 30 2005/ 3/ 5

中川昭一 19 25 中川昭一　公式サイト 55 2008/ 4/ 5

塩谷立 1 9

石破茂 566 1593 田母神・前空幕長の論文から思うこと 832 2008/11/ 5

河村建夫 3 8

鳩山由紀夫 425 1436 鳩 caf
л
e 524 2010/ 1/ 1

岡田克也 161 688 調査捕鯨Ё互いの食文化を尊重して 38 2009/12/28

長妻昭 1 30

小沢鋭仁 3 14

福島瑞穂 138 309 児童ポルノについて 136 2008/ 3/24

山田正彦 4 23

自見庄三郎 3 11

蓮舫 11 63 蓮舫のホームページ 145 2009/12/ 2

細川律夫 0 0

鹿野道彦 2 11

馬淵澄夫 48 210 日銀の天下り 22 2009/ 2/ 9

松本龍 0 6

山本一太 202 756 山本一太の「副大臣でも直滑降」 41 2008/ 9/ 5

河野太郎 202 1148 ルールと価値観 875 2010/ 2/15

渡辺善美 90 448 ヨッシー日記 13 2009/ 5/ 6

あさお慶一郎 22 81

舛添要一 8 46

小池晃 7 17 法人税引き下げの大合唱に異議あり 18 2010/ 6/ 7

Н LDR＝Livedoor Reader　Н GR＝Google Reader
Н HB＝はてなブックマーク（記事項目の空欄は 5人以上のブックマークがないことを示す）

集めているのは、「回天のキューピーちゃんは問

題」という記事だが、この記事で山本は、

├本日の午後、党本部で『小池百合子広報本

部長』に会った。小池氏が愛用している『ユニ

ークな携帯ストラップ』を見せてもらった。防

衛庁（自衛隊？）の売店（？）で買える『ほふ

く前進のキューピーちゃん』はカワイイ！ ┪あ

のね、他にも零戦のキューピーちゃんとか、回

天のキューピーちゃんもあるのよ！』だって。

『零戦』はまだしも、『回天』に乗るキューピー

ちゃんストラップはマズいと思う、な。（苦

笑）」

　と、軽い口調で「回天のキューピーちゃん」を

問題視する文章を掲載した40)。「回天」は、旧日

本海軍が開発し、「人間魚雷」と呼ばれた特攻兵
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器である。この記事についてブックマークコメン

トでは、「少なくとも山本一太の好感度は上がっ

た」、「控えめな書き方で好感を持った。」という

ようなコメントが寄せられている41)。つまり、キ

ューピーちゃんを特攻兵器の回天にのせるなんて

いうネタはたしかに問題だが、しかし一方でそん

なに目くじらたてて厳しく弾劾するようなもので

はなく、笑って諌めるべきだろうというネットの

風潮を読んで、「（苦笑）」という表現法で問題視

することにより、「問題なことはきちんと問題だ

と思えるけど、しかし過度に厳格なわけでもない

人間味のある人」というイメージを作り上げるこ

とに成功したのだ。

空気を読む

　石破と山本のケースから読み取れるのは、ネッ

トの「空気」を読み、その中での自身のイメージ

を把握することが重要だということである。いく

つかの掲示板やブログの書き込みから推察できる

ことだが、空気を取り違えて、例えば田母神論文

について「マズいと思う、な。（苦笑）」といった

表現を石破が使っていれば、あっという間に炎上

したかもしれない。回天キューピーちゃんに対し

て「キャラクター文化で自己満足するために戦死

者をダシにしている」などときちんと批判してい

たら、炎上はせずとも、「なんか、ちょっと怖い

人だな」と敬遠される可能性がある。

　また、当人のキャラクターも重要だ。ネットで

の声などから、石破、山本はそれぞれ以下のよう

なキャラクターと受け止められているようだ。

　＜石破：ちょっと暗いオタクっぽい人→極めて

頭が良く冷静な議論が出来る人＞

　＜山本：いつもギャーギャー騒いでいる人→人

間味がありつつも問題は問題だときちんと指摘で

きる人＞

　石破が「（苦笑）」という表現法を使ったり、あ

るいは山本が極めて冷静かつ中庸な文章を書いた

としても、違和感を呼び、注目されていなかった

のではないか。両者とも、自分が人々の中でどん

なキャラクターとして映っているかを理解した上

で、より良いイメージを自分に抱かせていたよう

である。

　すなわち、ネット上の「空気」と自分の「キャ

ラクター」、この二つをきちんと理解し、ツール

を適切に使いさえすれば、インターネットによる

支持者拡大の可能性は飛躍的に高まる。インター

ネットでは、マスメディアの検証を通すことなく

国民に直接メッセージを送ることができる。「こ

のような情報を与えれば自分のイメージは良くな

る」ということが分かりさえすれば、政治広報に

よるイメージ操作はかなり容易になると言えそう

である。

第 4章　ツイッターでの発信分析

　政治 PRにおけるツイッターの有用性について

は先に述べているが、以下では、ツイッター上で

政治家がどのように情報を発信しているか分析す

る。

　ツイッターアカウントを持つ議員は 2009 年初

めごろから現れ始め、増え続けている。（表 4）

のように、09 年 1 月に 13 人だったアカウント保

有者は、10 年 1 月に 100 人を超え、その後はや

や増勢を鈍らせたものの、着実に拡大している。

＜フォロワー数とマスメディアでの知名度＞

　ツイッターを使っている議員の内、フォロワー

（follower）が多い国会議員上位 10 名と、この人

(表４)　国会議員のツイッターアカウント推移

年・月 アカウント保有者数(人)

2009年１月  13

2009年５月  40

2009年９月  57

2010年１月 101

2010年５月 131

2010年10月 136
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たちが新聞で取り上げられている件数との相関関

係を調べたのが（表 5）である。

　(表 5）の右端項目は、朝日新聞の朝・夕刊で

名前が出た件数だが、マスメディアに露出が多い

党首や、大臣経験者、河野太郎のように総裁選立

候補で注目された人たちが、フォロワー数でも上

位を占めている。

　だが、目を引くのは山本一太である。ツイート

の発信はトップ。新聞での露出は 94 件と 3桁に

届かないのに、フォロワー数で 6位に食い込んで

いる。

　山本はどのような発信をしているのか。記述の

一部を紹介する。

＜リンゴを食べ、ビタミン剤を 3錠、口に放り込

んで、委員会室に向かう。今日は、30 分全てが、

平野官房長官との質疑になるだろう。よし！行こ

う！ 2010 年 6 月 1 日 9:39:27 via web＞

＜本日の参院外交防衛委員会。平野官房長官と、

かなり激しくやり合った。「何の調整機能も果た

していない！発言もコロコロと変わる。総理との

擦り合わせも出来ていない。官房長官として、完

(表５)　フォロワーが多い政治家と新聞での
├露出」ぶり

発信ツイー
ト数

フォロワー数
朝日新聞に名
前が出た件数

鳩山由紀夫 193 675433 2,623

原口一博 3210 166876 421

蓮舫 2590 187614 498

谷垣禎一 167 86631 399

河野太郎 2442 73663 242

山本一太 5651 59293 94

浅尾慶一郎 1716 43544 107

舛添要一 202 37144 53

世耕弘成 759 35,548 281

片山さつき 242 32,828 70

Нいずれもブログ開設から 2010 年 11 月 20 日までの累計

全に失格だ！」「そんなことを言われる筋合いは

ない！」意味不明の答弁も多かった。ブログで議

事録を公開する。2010 年 6 月 1 日 15:36:02 via

web＞

＜参院自民党の政策審議会長になった。ねじれ国

会の下では、法案審議でも参院が重要な役割を果

たすことになる。オープンな議員会長選挙を通じ

て「自民党も変わりつつある」ことを示せた。政

策でも参院自民党から新しい動きを作りたい。発

信力のあるメンバーを政審に集めたいと思う。

2010 年 8 月 22 日 11:56:22 via web＞

＜最新ブログ「各省幹部クラスとの顔合わせ」を

アップ！ http://bit.ly/LvPg 1 2010 年 8 月 20 日

20:03:02 via web＞

＜最新ブログ「中曽根議員会長の言葉」をアッ

プ！ http://bit.ly/LvPg 1 2010 年 8 月 20 日 16:

29:41 via web＞

インターネットでの「サウンドバイト」

　こうした記述から浮かび上がってくるのはまず、

ブログへ誘導しようとする姿勢である。ブログの

URLがひんぱんに登場する。ツイッターは近況

報告や意見を簡便に発信できるが「140 字」の制

限がある。より詳しい意見や政策、議論内容など

は、たっぷり書き込めるブログで、という連動方

式である。ツイッターをブログへ誘導する「個人

ポータルサイト」としているのだ。安倍晋三内閣

発足時の内閣メルマガ編集長を務めた世耕弘成も、

ほぼ同様の傾向である。

　政治とはあまり関係のない個人的な事柄を記述

しているのも、自分の人間性をアピールし、共感

を呼ぶ効果がある。「ビタミン剤を飲む」、「寝不

足だ」といった書き込みは激務をうかがわせ、

「がんばっているなあ」といった評価と併せて、

国民との距離が近い政治家という、イメージを刷

り込める。
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　ツイートを「共感を呼ぶ」ためのツールとして

使いこなしている様子も見える。意見、心の動き、

感情を、また議論や討論のプロセスを、ほぼリア

ルタイムで刻々と記述する。これによってフォロ

ワーに自分たちもその場に参加しているような臨

場感を与え、心の動きを赤裸々にさらけ出してい

るように見せることで共感を得るというわけだ。

　これらは、先に紹介した対談での発言分析から

見えてきたことを裏書きしている。

　この際重要なのは、ほぼリアルタイムの発信と

いうことである。この意味では「140 字」という

短さがプラスに働く。

　プロパガンダの手法に「サウンドバイト」があ

る。刺激的な言葉を短く発することで大衆を一種

の思考停止状態に起き、自分のイメージと主張を

刷り込む。1990 年代、ユーゴ内戦の際に米国を

訪れボスニア・ヘルツェゴビナへの支援を求めた

同国外相ハリス・シライジッチはこの手法を駆使

し、大きな成功を収めたとされる42)。テレポリテ

ィクスと言われた小泉純一郎元首相の手法もこれ

だった。

　小田玲子はこのプロパガンダ手法について

「『短さ』『見栄え』『センセーショナル』『攻撃性』

『不正確さ』『虚偽』というサウンド・バイトの特

質は、主にテレビを通して人びとに仕掛けられ、

知らずしらずに考え方のパターン（表面的思考

superficial thinking やインスタント思考 instant

thinking と呼んでおこう）として染みいる┝43)と

指摘している。

　小田のいうように、サウンドバイトはテレビと

ともに生まれ、研ぎ澄まされてきた。だが、マル

チメディアであるインターネットは当然サウンド

バイトの舞台となりうる。中でもツイッターは、

この手法に最適のツールと言えよう。

第 5章　インターネット広報とジャーナリ
ズム

　ここまで、政権、そして与野党を問わずの政治

家がインターネットを活用する広報宣伝への傾斜

を深めていることを示し、その背景を分析してき

た。この章では、インターネットによる政治広報

の今後の展望と、ジャーナリズムとの関わりにつ

いて考える。

＜インターネット政治広報の今後＞

　第 1章で述べたように、政府も各党、個々の政

治家もインターネットによる広報宣伝に力を入れ

ており、この傾向はますます強まろう。

　既存メディアの影響力はなお強い。政治関係の

インターネットサイト「Yahoo! みんなの政治」

（http://seiji.yahoo.co.jp/）は多数のアクセス

を集めている44)。だが、サイト内で多数が訪れる

のは大きく分けて「マニフェスト」、「候補者情

報」、「当確情報」、そして「ニュース」、「国民審

査」。このうち、「当確情報」、「ニュース」はいず

れも新聞など既存マスメディアがサイトに掲載し

ているものを転載したり、リンクしたりしている。

「候補者情報」についても、マスメディアや選挙

公報で伝えられる情報に、一般のユーザーの意見

や批評、情報などの「掲示板」が加えられたもの

だ。

　つまり、情報の源泉は結局、既存マスメディア

発の情報であり、あるいはインターネット上で繰

り広げられる「隣人との井戸端会議」なのだ。こ

んな状況を把握しているためだろう。内閣広報室

は、「インターネット広報だけではなく、既存メ

ディアを含めて幅広い広報強化を目指す┝45)と言

っており、政党や個々の政治家も同様の方向だ。

　が、既存メディア自体がインターネットでの発

信に重点を移しつつあるし、冒頭部でも述べたよ

うに政治家にとっては、新聞をはじめとした既存

メディアの編集をバイパスできることは大きい。

　歴代最長の首相在任期間を誇った自民党の佐藤

栄作は、退任の記者会見にあたって「テレビカメ

ラはどこにいるのか」と発言。「国民に直接話し

たいんだ。文字になると（私の真意と）違うから、

偏向的新聞は大きらいだ」と言い放った46)。政治
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(表６)　鳩山内閣メールマガジンの感想と朝日新聞世論調査支持率（数字はパーセント)

号 発行年月日 鳩山由紀夫の「ゆう＆あい」タイトル ├ゆう＆あい┝ 朝日新聞世論調査

満足・
やや満足

不満・
やや不満 支持 不支持 世論調査

実施日　

 0 09 年 10 月１日 歴史を変える 69.7 12.4

 1 09 年 10 月５日 限界への挑戦 58.6 21.7

 2 09 年 10 月 15 日 日中韓協力 10 周年 52 25.7 65 16 09年10月11┡12日

 3 09 年 10 月 22 日 コンクリートから人へ 53.1 27.7

 4 09 年 11 月２日 新しい国づくり 48.3 29.8

 5 09 年 11 月７日 強固な日米関係をめざして 44.7 38.3

 6 09 年 11 月 12 日 メコン地域諸国との信頼と絆 45.6 31.3

 7 09 年 11 月 19 日 ゆるぎない信頼関係 40.5 40.5 62 21 09年１月14┡15日

 8 09 年 11 月 26 日 「しがらみ」との決別 40.5 39.7

 9 09 年 12 月３日 日本経済への迅速な対応 30.8 48.8

10 09 年 12 月 10 日 明日の安心と成長のための緊急経済対策 23.2 78.4

11 09 年 12 月 17 日 普天間への思い 24 64.3 48 34 09年12月19┡20日

12 09 年 12 月 24 日 政権誕生 100 日 22.6 64.8

13 10 年 1 月７日 正念場の一年 29.1 56.3

14 10 年 1 月 14 日 未来への 6つのチャレンジ 19.2 60.7 42 41 10年１月16┡17日

15 10 年 1 月 21 日 通常国会開始 21.2 64.4

16 10 年 1 月 28 日 地域を訪ねて 25.5 56

17 10 年 2 月４日 新しい公共

18 10 年 2 月 11 日 日本の誇り 25.4 57 41 45 10年２月５┡６日

19 10 年 2 月 18 日 初めての党首討論 18.4 66

20 10 年 2 月 25 日 支え合う社会 25.6 60 37 46 10年２月20┡21日

21 10 年 3 月４日 地震・津波への対応 23.4 50.9

22 10 年 3 月 11 日 環境Ёご家庭から地域まで 21.6 57.9 32 47 10年３月13┡14日

23 10 年 3 月 18 日 事業仕分け、さらに強力に 26.3 57.6

24 10 年 3 月 25 日 新たなスタート 19.6 63.8

25 10 年 4 月１日 [未来を開く年に 20.7 66.5

26 10 年 4 月８日 最先端を地域に学ぶ 23.4 61.4

27 10 年 4 月 15 日 核テロリズムの脅威への備え 21 66 25 61 10年４月17┡18日

28 10 年 4 月 22 日 政権交代を実感していただけるように 21 67

29 10 年 4 月 29 日 歴史を風化させない 26.4 58.9

30 10 年 5 月 13 日 負担を分かち合う 19.3 70.7 21 64 10年５月15┡16日

31 10 年 5 月 20 日 総力を挙げて口蹄疫対策を 18.4 68.9

32 10 年 5 月 27 日 日本・東アジアの安全保障 16.1 70.3

33 10 年 6 月３日 新しい日本を目指して 37.9 48
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家たちはやがて、テレビでも「編集」があり、必

ずしも自分の意図通り伝えられないことを知り、

しばしば、メディアの報道が自分の真意を曲げて

伝えた、と主張してきた。これは中央政界レベル

だけではない。2010 年 12 月 5 日、解職請求の賛

否を問う住民投票で失職した竹原信一・前鹿児島

県阿久根市長は、「（解職請求の理由とされた）専

決処分の内容をマスコミが全く報道せず、自分の

趣味のように誤解された」と強い口調で語ったと

報道された47)。竹原氏は、2011 年 1 月 16 日の市

長選で敗れたが、この際も報道への強い不満を口

にしたと伝えられた。市長選不出馬をユーチュー

ブで発表、既存メディアから求められた会見を拒

否した秋葉忠利・広島市長も、「マスコミにはも

う少し正確な報道をしてほしい」と、会見で不満

をあらわにする場面が目立っていたという（2011

年 1 月 8 日付朝日新聞朝刊）。

　インターネットを得て、政治家たちはマスメデ

ィアの「編集」をバイパスし、大衆に直接、自分

の意図通りの情報を配信できるようになった。国

民もインターネットを通じて政治についての情報

を手に入れるようになっている。

　上述のように、内閣メルマガは毎週、コンテン

ツについて読者の満足度を調べていた。鳩山内閣

メルマガについて、その結果と朝日新聞の世論調

査での内閣支持率の推移をまとめたのが前ページ

の表である。鳩山首相の“巻頭言”「鳩山由紀夫

の『ゆう＆あい』」に対する不満は、世論調査の

不支持率に先行して高まっていることがわかる。

メディアに影響されて、というより、読者がしっ

かりと内容を読み、自分たちで判断していること

をうかがわせる。

　日本の現状は、政治家と国民がインターネット

を介して直接情報をやり取りし、それが政治的に

大きな影響力を持つようになったという状況では

未だない。ただし、徐々にその方向に向かってい

ることもまた確実である。

＜ジャーナリズムの課題＞

　日本経済新聞社が 2010 年 3 月 23 日から配信を

始めた有料のインターネット紙『電子版（Web

刊）』の購読者は、同 8月までに 50 万を超えたと

いう48)。朝日新聞社も有料のコンテンツ『Web

新書』などインターネットでの情報配信をビジネ

スとして確立させようと懸命。他の新聞社、民放

も同様だ。

　ニューヨークタイムズ社主のアーサー・O・サ

ルツバーガーは、2003 年 12 月、インターネット

上のジャーナリズム情報誌『オンライン・ジャー

ナリズム・レビュー』のインタビューに答え、

「新聞（Newspaper）は、最初の部分の“News”

でこそ定義されなければならない。ニュース配信

の方法はオンラインでも、テレビでも紙でも、ど

れでもいい」と語った49)。いま、新聞もテレビも

その路線を走っているようだ。

　だが、インターネットに軸足を移したビジネス

モデルが確立できたとしても、マスメディアが担

ってきたジャーナリズムの観点からは重大な問題

が残る。権力監視（ウォッチドッグ）機能衰微の

危機である。これまで、大衆への発信を委ねる必

要があったために、大量の情報が進んで、あるい

は渋々ながらマスメディアに提供された。メディ

アはこのシステムによって、権力の行き過ぎや誤

り、失態などの監視を比較的容易に行うことがで

きた。

　だが、インターネットによる「政治家と有権者

の直結」が進めば、従来のようにマスメディアに

情報が提供されなくなる可能性がある。

　第 3章で、ツイッターを含めたソーシャルメデ

ィアによる情報発信を適切に行ってゆけば、受け

手に発信者の主張を効果的に浸透させる可能性が

高まることをみた。政治家が自分のキャラクター

イメージを把握し、「空気」を読みながら発信し

てゆくことにより、受け手は「気になる人のブロ

グを読んだり、ツイッターアカウントをフォロー

しているだけ」と思っているのに、いつの間にか

政治的な主張を「すり込まれる」ことになる。
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　これが一定のプロパガンダ戦略のもとに集中的

に行われた場合、その戦略立案者の目的と意思次

第で危険なものになり得る。そんなとき、マスメ

ディアは警鐘を鳴らして市民の「楯」になれるだ

ろうか。

　近年、マスメディアは信頼を失い続けてきた。

米ギャラップ社が 2010 年 9 月に発表したメディ

ア信頼度調査によると、米国でマスメディアを

「あまり信頼していない」「まったく信頼していな

い」と答えた人は過去最高の 57％に上った50)。

　マスメディア自体の責任もある。イラク戦争時、

ジョージ・ブッシュ政権のメディア・コントロー

ルに踊らされて開戦を支持したことなど、メディ

アがほんとうに「ウォッチ・ドッグ」なのかを疑

わせるニュースが多かったことも響いていると見

られる。

　日本も対岸の火事ではない。主要メディアでの

不祥事は絶えない。2010 年 10 月には、NHKの

記者が相撲賭博での捜索情報を相撲協会の幹部に

メールで“ご注進”していたことがわかった。ニ

ュースや記事の内容についての批判も根強く、

「マスゴミ」といった表現がネットで躍っている

のだ。

　1971 年、ベトナム戦争の政策決定がどのよう

に行われたかの裏面を暴露して米政府に衝撃を与

えた「ペンタゴンペーパー」は、内部告発者によ

ってニューヨークタイムズ、ワシントンポストの

両新聞に提供され、発表された。だが、今年暴露

された米外交文書はやはり内部告発者によると見

られるが、既存マスメディアではなくウィキリー

クスが発表媒体に選ばれた。

　尖閣諸島での衝突映像も、以前であれば国内テ

レビ局や新聞社に持ち込まれていたはずだ。だが、

映像を入手した海上保安官はYouTube を選んだ。

　ネットなら、足を運ぶ必要もない。さまざま問

いただされることもなくスピーディーに公開でき

る。そうした簡便性が好まれたということはある

だろう。しかし、既存メディアへの信頼感が損な

われていることも、無視できない要因としてあっ

たのではないか。

　こんな中で、「国民への直接発信」＝マスメデ

ィアのバイパス＝が進めば、読者・視聴者の信頼

低下はますます進む可能性が大きい。

　メディア企業・機関と所属するジャーナリスト

は、真剣に対策を考える必要がある。政治情報の

直接発信が進むようであれば、細かくそれをモニ

ターしなければなるまい。すでに一部で行われて

いるが記者たち自身がブログやツイッターを駆使

して情報を集め発信することや、NPOなど市民

組織との連携も進める必要があろう。

　ジャーナリズムとは何か、誰のためのものなの

かの再確認は、何よりも肝要である。ビル・コヴ

ァッチとトム・ローゼンスティールは著書で述べ

ている。「ジャーナリズムの第一の責務は真実で

ある」「ジャーナリズムは第一に市民に忠実であ

るべきである」「ジャーナリズムの真髄は検証の

規律である┝51)

注
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